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プルサーマル計画の有識者検討会議「最終報告」に抗議する打電行動について

　

日頃のご健闘に対し心からの敬意を表します。

　さて、泊原発３号機におけるプルサーマル計画の安全性を検討する「有識者検討会議」は、１２月１４日、安全性は確保されるとする「最終報告」を取りまとめ、道知事、地元４町村長に対して提言を行いました。これは、プルサーマル計画ありきのアリバイ作りであり、断じて容認出来るものではありません。今後、地元４町村の判断を受け、北海道知事がプルサーマル計画の是非を判断することになります。道知事が、有識者検討会議の不当な「最終報告」や核燃料サイクル推進の国策にとらわれることなく、道民の健康と安全を守るとの立場で、独自の検討をすすめるように求める打電行動を下記のように要請します。また、「脱原発・クリーンエネルギー」市民の会が発表した「抗議声明」を添付します。緊急の要請ですが、積極的な取り組みをお願いいたします。

記

１．あて先　　下記の宛先にＦＡＸ、レタックス、電報等にて要請文の集中を願います。

　北海道知事　高橋はるみ　様

住所　　　〒０６０－８５８８　北海道知事宛

FAX　　　０１１－２４１－８１８１

Eメール　北海道のサイトhttp://www.pref.hokkaido.lg.jp/
　　　　　→左中にある「ようこそ知事室へ」をクリック　→下にある「道政に対するご意見・

　　　　　　ご要望はこちらまで」をクリック

２．文例（例文）　【例文や抗議声明を参考にしてください】　
1 泊３号機でのプルサーマル計画を安全とする有識者検討会議の「最終報告」に断固抗議します。

2 結論ありきの有識者検討会議の「最終報告」の撤回を求めます。実証試験すら行っていないプルサーマル計画は、危険な実験です。知事として同意しないよう求めます。

3 知事は、道民の健康と安全を保障するために、プルサーマル計画に反対するよう求めます。

4 知事は、道民の意識調査やシンポジウムの開催、必要性や経済性を審議する新たな検討会議の設置し、道独自の判断を行うよう求めます。

5 プルサーマル計画の必要性・経済性について、道民に開かれた議論を行って下さい。また、広く道民の意見を聞いた上で判断を行うよう求めます。

　　　※「脱原発・クリーンエネルギー」市民の会の抗議声明も参考にしてください。

３．取組期間　２００８年１２月１９日（金）までとしますが、可能な限り早急にお願いします。
以上

「プルサーマル計画に関する有識者検討会議」による最終報告に対する声明
　本日、「プルサーマル計画に関する有識者検討会議（以下検討会議）」は、国の安全審査などを前提に「基本的には安全性は確保される」との結論に基づく「泊発電所３号機のウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の使用計画（プルサーマル計画）に係る安全性について（最終報告）」を取りまとめた。私たちは、この「最終報告」に強く抗議する。

　北電のプルサーマル計画は、ウラン炉として設計された泊発電所３号機で想定外に実施しようとするものであり、そもそも世界的にも実績はなく、原子炉の安全性の余裕を削り、事故発生時には、甚大な被害を広範囲に及ぼすものである。このようなプルサーマルを、安全とすることは断じて容認できるものではない。

　「検討会議」は、原発・プルサーマル推進の学者や専門家が中心となり、プルサーマル計画の安全性を殊更強調することに腐心するのみで、北電の安全対策に対する批判的検討を行おうとする姿勢は皆無であった。9回開催された会議は、事務局である道の資料や北電の担当者の説明を聞くことに大半の時間を費やし、何ら具体的な調査・専門的検討は一切行われず、計算による机上の空論の積み重ねである北電の安全対策を補完するだけの追認機関と言わざるを得ない。使用済核廃棄物処理の問題などの私たちの指摘に対しても、「検討会議」は、国の原子力政策が、相次ぐ事故により、すでに破綻している事実からは目を背け、国策を口実に、その解決を国に押しつけ、地元住民に及ぼす影響・危険を全く無視した。さらに、地震や想定外の事態などによる原発事故に対する私たちの不安、疑問に対して、「検討会議」が、自らに都合の良い数字を根拠も示さず持ち出し切り捨てた。こらら「検討会議」の行為は、北海道の自然や文化、道民の安全な生活に対する冒涜と言わざるを得ない。

　また、本日突然まとめられた「提言（付帯意見）」は、道民の信頼感・安心感を高めると称して、北電、国、道・地元4町村に、プルサーマルなどの核燃料サイクルの推進を求めるもので、「検討会議」の役割を大きく逸脱する極めて悪質かつ卑劣なものであり、断じて抗議する。

　「検討会議」は、会議終了後、地元４町村長及び北海道知事に対して「最終報告」を提言した。今後は、地元４町村及び北海道が主体となりプルサーマル計画の是非について検討をすすめることになるが、依然としてプルサーマル計画の必要性・経済性、そして道民の納得のいく安全性の議論が不足している。特に、私たちの再三の要請にもかかわらずプルサーマルの必要性や経済性については、「検討会議」の議論の対象外との姿勢を道が固持し続けてきたことからも、早急な道民の意識調査やシンポジウムの開催、新たな検討会議の設置が道の責務である。その上で、道として国策にとらわれることなく、道民の生命・財産と生活環境を守る立場からプルサーマル計画の必要性・経済性などについて独自の判断を行うことを強く求める。
プルサーマル計画は、すでに世界中が撤退もしくは廃止を決めており、国策を理由に安易に推進することは、北海道の自然や文化、道民の安全な生活を危険に晒すものである。私たちは、プルサーマル計画の危険性と問題点を幅広く道民に訴え、プルサーマル計画の中止を求め引き続き運動をすすめる。

２００８年１２月１４日

「脱原発・クリーンエネルギー」市民の会
